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資源管理方針に関する検討会 

（ベニズワイガニ日本海系群（大臣許可水域）） 

                     日 時  令和７年２月１２日（水） 

                          １３：００～１５：０６ 

                     場 所  境港おさかなパーク 大研修室 

 

○木村課長 では、定刻となりましたので、ただいまより第１回資源管理方針に関する検

討会「ベニズワイガニ日本海系群（大臣許可水域）」を開会します。 

 私、本日司会を務めます、境港漁業調整事務所資源課の木村と申します。どうぞよろし

くお願いします。では、座って説明させていただきます。 

 本日は、多くの方に会場にお越しいただいておりますが、Ｗｅｂｅｘを通じたウェブ参

加の出席者の方もいらっしゃいます。技術的なトラブルが生じるかもしれませんが、精い

っぱい対応させていただきます。スムーズな議事進行に御理解、御協力をよろしくお願い

いたします。 

 また、この関係で会場の皆様にお願いです。御発言がウェブ参加者にも伝わるよう、必

ずマイクを通じて御発言いただくようよろしくお願いいたします。 

 ウェブで参加されている皆様には、事前にメール等で留意事項をお知らせしているとこ

ろですが、発言を希望される場合にはＷｅｂｅｘの手を挙げる機能、またはチャット機能

を使って、発言を希望することをお知らせください。また、発言されていない方は、音声

をミュートにしていただくようよろしくお願いします。 

 それでは、皆様のお手元の資料の確認を行います。資料１、議事次第から、資料５、漁

獲シナリオ等の検討の計５種類の資料をお配りしております。不足等ございましたら、お

近くのスタッフにお申しつけください。 

 次に、本検討会の配付資料及び議事概要、議事録は、後日、水産庁ホームページ上に掲

載させていただくこととしておりますので、御承知おきください。 

 なお、報道関係者の皆様におかれましては、カメラ撮影は冒頭の水産庁挨拶までとさせ

ていただきますので、あらかじめ御了承ください。 

 それでは、主催者側の出席者を御紹介させていただきます。 

 まず、水産庁境港漁業調整事務所所長の日向寺でございます。 

○日向寺所長 日向寺です。よろしくお願いいたします。 
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○木村課長 水産庁資源管理部漁獲監理官付資源管理推進室の松島でございます。 

○松島課長補佐 松島でございます。よろしくお願いいたします。 

○木村課長 続きまして、水産研究・教育機構水産資源研究所新潟庁舎から、底魚資源部

の木所副部長でございます。 

○木所副部長 木所です。よろしくお願いします。 

○木村課長 そのほかにも、水産機構の御担当の方にも御出席いただいております。 

 それでは、開会に当たりまして、境港漁業調整事務所所長の日向寺から一言御挨拶を申

し上げます。 

○日向寺所長 皆様、こんにちは。水産庁境港漁業調整事務所所長の日向寺です。検討会

開催に当たりまして、御挨拶を申し上げます。 

 まず初めに、本日は御多忙の中、ウェブを含め、多数の皆様に御参加をいただき、誠に

ありがとうございます。 

 御存じのとおり、平成30年に漁業法が大幅に改正されまして、令和２年12月に施行され

ております。改正後の漁業法では、資源評価に基づいてＭＳＹの達成を目標として、数量

管理を基本とした資源管理を行うこととしておりまして、その一環として、これまでＴＡ

Ｃ魚種の拡大を推進してきているところでございます。 

 本日の議題でございますベニズワイガニの日本海系群（大臣許可水域）につきましては、

令和５年５月に資源管理手法検討部会が開催されまして、関係漁業者の皆様や専門家の

方々から資源特性や採捕実態等について御意見をいただきまして、意見や論点が整理され

ております。本日の会合では、最新の資源評価結果を御紹介した後、資源管理手法検討部

会で整理された意見、論点も踏まえまして、水産庁で準備した資源管理の目標、それから

漁獲シナリオをはじめとする具体的な管理の方向性の案をお示しし、皆様の意見を聞く予

定としております。 

 今回は、一人でも多くの方に理解を深めていただきまして、皆さんと一緒になって、資

源をどのように管理していくのかをしっかりと議論していくことが目的です。専門用語な

ど、分かりにくい言葉や表現、考え方等が出てくるかと思いますけれども、少しでも分か

らないようなものがございましたら、どんなことでも構いませんので、遠慮なく御質問を

いただければと思います。 

 最後になりますが、本日の機会が有意義なものとなり、本資源が将来にわたって持続的

に利用できる体制づくりの一助となるよう祈念して、冒頭の挨拶とさせていただきます。
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本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

○木村課長 それでは、報道関係者の皆様におかれましては、ここまででカメラ撮影を終

了していただくようお願いいたします。 

 ここからの議論については、進行役を設けることとし、日向寺所長にその役をお願いし

たいと思います。 

 それでは、日向寺所長、よろしくお願いします。 

○日向寺所長 日向寺です。では、改めまして、よろしくお願いいたします。 

 まず最初に、本検討会の進め方を説明いたします。本日は、まず、水産研究・教育機構

からベニズワイガニの最新の資源評価結果につきまして、評価方法に係る基本的な内容を

含めて御説明をいただきます。その後、資源管理手法検討部会等で整理された意見や論点

と対応の方向性について、そして、資源管理の目標、漁獲シナリオ等の検討について、こ

の順で水産庁から説明を行います。なお、今後のスケジュールにつきましては、資源管理

の目標等に関する議題で併せて説明いたします。 

 それぞれの説明ごとに質疑応答の時間を設けますので、その際、御発言あるいは御質問

がある方は挙手またはウェブの挙手ボタン等でお知らせください。こちらから指名をいた

しますので、その後、御所属とお名前をおっしゃっていただいた上で発言をお願いいたし

ます。説明は、質疑応答の状況を見ながら、15時をめどに小休憩を挟む予定にしておりま

す。 

 最後に、質疑応答が落ち着いた段階で、私の方から議論のまとめを行い、今後の進め方

について説明をいたしまして、17 時までに本検討会を終了とさせていただきたいと思い

ます。 

 それでは、早速ですが、議事に入りたいと思います。 

 最初に、水産研究・教育機構から、資料３、ベニズワイガニの資源評価結果について御

説明をお願いします。 

○木所副部長 水産研究・教育機構の木所と申します。日頃より、皆様には資源評価の推

進に関しまして、御理解いただくとともに、調査等で御協力いただき、感謝申し上げます。 

 それでは、私の方から、ベニズワイガニ日本海系群の資源評価結果ということで、スラ

イドの方をお願いしたいと思います。 

 資源評価結果ということで、評価結果の概要と令和６年度の評価結果ということで、私、

木所と担当の吉川の２人で対応させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 
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 ちょっとスライドが見にくいかもしれませんが、お手元の資料に全く同じものがありま

すので、そちらも御参照いただければと思います。それでは、着席して説明させていただ

きます。 

 それでは、次、お願いします。ベニズワイガニの資源評価方法ですけども、改正漁業法

の方では、最大持続生産量、ＭＳＹを達成するために、そのＭＳＹを実現する資源量、親

魚量を目標として、その維持・達成というものが目標で定められていますけれども、残念

ながら、ベニズワイ、皆さん御存じのとおり、深海、深いとこに生息しているため、調査

が大変難しく、ベニズワイガニの日本海系群にはそういった資源量やＭＳＹの推定ができ

ていないというのが現状です。そのため、ベニズワイガニ日本海系群では代替の方法、Ｍ

ＳＹが推定できないので、代替の方法で２系ルールというもので資源評価を行っておりま

す。この２系というのは、２番目という意味になってしまうわけですけども、１番目の方

法というのは、漁業法の下でうたわれていますＭＳＹ達成、そのための資源量とＭＳＹ、

それを維持するための漁獲努力量、そういったものが資源評価で行うわけなんですけども、

残念ながら、ベニズワイガニではそういったものができないということで、２系ルールと

いうものを採用しています。 

 では、その２系ルールというのはどういったものかということですけども、下にありま

すとおり、漁業情報をベースにした資源量指標値、それを基に目標水準と漁獲管理規則を

策定し、それでＡＢＣを算定する。そういった手法になっております。 

 では、次、お願いします。２系ルールでは具体的にどうやって推定しているかというこ

とですけども、まず、資源量指標値をどうやって求めるかということが大事になってきま

す。では、その資源量指標値の考え方なんですけれども、上に図の絵がありますけれども、

左上に、ある年の海の中にベニズワイが多い、または少ないと、その右側にありますとお

り、１籠当たりに入るカニが多い、少ない、つまり１籠当たりに入るカニの量を指標値と

して資源評価を行う考えになっております。それに用いるデータ、これにつきましては、

漁業者の皆様から提出いただいています漁獲成績報告書、このデータを基に、１籠当たり

に入るカニが多いか少ないか、そういったものを把握することになっています。そのデー

タを基に毎年の資源量指標値を求めて、毎年毎年やって海の中のカニが多いか少ないかと

いう、そういった指標ができるということで資源評価というものを行っています。つまり

この資源量指標値が高ければ資源量が多い、少なければ資源量が少ないという、資源評価

を行うということになります。では、こういった資源評価を基に、今回話題になりますけ



－5－ 

れども、翌年に獲ることができる量がどうやって決まるかということについて紹介します。 

 次のスライドをお願いします。まず、資源量指標値、毎年行っているわけですけども、

それを基にどうやって翌年獲れる量を決めるかということですけども、まず、大事なのが、

この資源量指標値を使ってカニを長く獲り続けられるような目標を定めるというのが一番

大事になっております。その目標に対して、今の資源量指標値、毎年の調査を基に資源評

価を行い、その目標に対して多いか少ないか、どれくらい多いか少ないかという、そうい

ったものを評価して資源評価を行うということになります。その評価結果を基に、下の水

色の枠の中にありますけども、海の中のカニの量が、いわゆる資源量指標値で目標水準よ

りも高いという結果が得られれば、翌年の漁獲量を増やしてもよいという、そういった提

案になります。ただ、残念ながら、この目標の値よりも資源評価で得られた資源量指標値

が低いとなると、漁獲量を制限しましょうと、そういった提案になってしまいます。ただ、

漁獲量を制限するのが今後ずっと制限するのかというと、そうじゃなくて、減らしたこと

によって、親ガニを守るとか、さらに、残ったカニが成長するとか、そういったことによ

って海の中のカニが増えて、その後の資源評価によって目標よりも高くなれば、制限では

なくて、今後はさらに増やしてもよいという、そういった形になります。では、具体的に

どれくらい水準が高ければどれだけ増やしていいか、少なければどれだけ減らさなきゃい

けないかという、その辺につきましては、実際に漁獲管理規則を求めてやることになるわ

けです。その辺につきましては、具体的な資源評価結果を基に説明並びに紹介させていた

だければと思います。 

 では、次のスライドをお願いします。以上のように、２系ルールの資源評価を行ってい

るわけですけども、ここでちょっと参考としまして、ベニズワイガニにつきましては、許

可水域によって、皆さん御存じのとおり、大臣許可水域と知事許可水域となっていて、そ

れぞれ漁船とか資源状況も異なりますので、ベニズワイガニでは日本海系群の中でも大臣

許可水域と知事許可水域、それを分けて資源評価というものを行うとともに、翌年どれだ

け取っていいかという量を個別に提案するという、そういったことになっております。 

 では、また次のスライドをお願いします。今紹介しました２系ルールというのは、漁獲

データを基に資源評価、資源量指標値というのを求めているわけですけれども、この漁業

データを用いているということで、一つ問題があります。というのは、調査船ですと、毎

年同じところを調査していますので問題がないんですけども、漁業データは漁船が毎年同

じ場所に操業するわけではなく、年々によって操業位置が違う、それによってデータが偏
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ってしまうという、そういった問題があります。どういった問題があるかということにつ

いて、ちょっと簡単に説明させていただきたいと思います。例えばここに、図であります

けども、Ａ年とＢ年、これは全く同じような資源状況なんですけども、この赤いとこには

カニがたくさんいて、青い海域にはあまりカニがいない、ただし、Ａ年というのは赤いと

ころでたくさん船が操業している、Ｂ年というのはカニが少ない青いとこで操業している、

こういったような状況を考えます。そうすると、Ａ年というのはカニが多いところで操業

していますので、漁獲データとしてはたくさんいるようなデータになります。一方、Ｂ年

の方は、Ａ年と同じ資源状況なんですけども、カニがいないところでたくさん操業してし

まう、そうすると、Ａ年よりも資源量が少なくなってしまう、そういったような漁船の操

業位置による偏りっていうものが生じてしまいます。こういった状況になってしまうと、

やはりよくないということですので、資源量指標値を計算するときには、こういったＡ年、

Ｂ年、操業位置の偏りというものを補正して、どんな年も漁船が同じような場所で操業し

ているという、そういったような偏りを補正して計算を行っております。この辺の作業の

ことは研究者の方は標準化というようなことを言っているわけですけども、そのような補

正をしながら、なるべく適正な資源評価ができるように研究者の方で努めているというこ

とになります。 

 以上のような方法を基にベニズワイガニの方の資源評価を行っていて、次から、最新年

の方のベニズワイガニの資源評価結果について説明させていただきます。 

 次のスライドをお願いします。この資料は、それでは、昨年の９月２７日に公開させて

いただきましたベニズワイガニ（日本海系群）の資源評価というふうになります。図１に

ベニズワイガニの分布状況について示しておりますけども、水深400ｍから2,700ｍと非常

に広い海域に分布し、分布の中心は1,000ｍから2,000ｍ、漁業もその辺が中心に行われて

いるということになります。この海域は大臣許可水域と知事許可水域に分けて、それぞれ

評価を行っております。 

 右側の図で、漁獲量の推移とありますけども、青で示していますのが今日対象となって

ます大臣許可水域の漁獲量、下のオレンジのところが知事許可水域の漁獲量の変化となっ

ております。大臣許可水域では、1980年代、かなり高い漁獲量があったわけですけども、

その後、減少傾向になっており、特に、近年はちょっと低めになっている。増減を繰り返

しながら減少している。それでも2023年は増加して、5,939トンになっております。一方、

オレンジの知事許可水域ですけども、こちらの方は長期的には減少傾向にあり、その後、
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横ばいになっているわけですけども、大臣許可水域に比べて変動が少ないという、そうい

った特徴があります。 

 では、次のスライドをお願いします。こういった海域別に資源評価を行っているわけで

すけども、先ほどベニズワイガニの資源評価で重要な資源量指標値、その変化について紹

介したいと思います。資源量指標値につきましても、知事許可水域、オレンジ色のところ

と、本日対象になっています大臣許可水域の方、青で示しております。それぞれ両海域と

も、1990年ぐらいにかけては減少して、ちょうどその時期が低かったわけですけども、そ

の後、知事許可水域につきましては増加傾向、一方的に上昇しているという、そういった

変化を示しているのに対し、本日対象になります大臣許可水域に関しましては、95年ぐら

いに上がったと、また2000年に下がり、その後、2010年にかけて増加した後、また2020年

ぐらいに減少をし、また近年は急激に回復しているという、このようにかなり増減が激し

い、そういったような変動を示しているというふうに判断しております。 

 では、次をお願いします。このような資源量指標値を基に、では、どのようにして資源

評価を行っているかと、目標値を定めているかということについて紹介したいと思います。

まず、左の図が先ほどの大臣許可水域の資源量指標値の変化を示していますけれども、こ

の資源量指標値の変化に、このちょっと右側の方、見にくくて申し訳ないんですけども、

パーセントというのが書かれていると思います。このように過去の資源量の変化、大体真

ん中ぐらいを50％水準というふうにして、そこから、その真ん中より50％低いところを4

0％、20％、５％と、さらに真ん中よりも高いところを60％、80％、95％というような形

で変換を行っています。この変換方法につきましては、ちょっとなかなか難しいところも

あるわけですけども、それぞれ50％の辺りにたくさん出やすいといいますか、確率的なも

のを考慮しながら、こういったような確率的なパーセントというものを与えております。

この中で、先ほど資源評価で目標を定めることが大事というふうに紹介させていただきま

したけども、私たち研究者の方で、これの目標水準として80％というものを定めさせてい

ただいております。何で80％が目標かということなんですけども、この辺につきましては、

研究者の方でいろいろシミュレーション等を検討させていただき、情報というものが少な

い、ベニズワイのように情報が少ない中でもいろいろな想定、資源量条件を大きく振れる

とか、あんまり振れないとか、資源状況が多くなったり少なくなったりとか、いろいろな

想定した下の中でも、その中でこういったパーセント水準の値の中でも、どの辺を目標に

すると資源の安全性と漁獲量が両立できるかという、そういった検討をした結果、80％ぐ
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らいの水準がよろしいだろうということで、この辺を目標というふうに定めさせていただ

いています。この80％の基準に最新年の、2023年の資源状況というのを資源量指標値で見

ると61％水準というふうに相当しますので、いわゆる目標値よりも若干低いというふうに

判断しているということになります。先ほど紹介しました目標水準80％よりも多ければ、

過去よりも取っていい、それを下回れば制限しなきゃいけないということで、この評価結

果を基にすると少し次年度以降は制限しなきゃいけないという、そういったような提案を

研究者の方からさせていただいているということになります。 

 では、どれくらい制限する必要があるのかということで、右側の図５にありますけども、

そういったものを漁獲管理規則案として事前に研究者の方で提案させていただいていると

いうことになります。この図の見方ですけども、横軸に、先ほど言ったパーセント水準、

今の資源状況は何％水準にあるかということで、縦軸がパーセント水準に対応した来年の

漁獲量、どんだけ増やしていいか、減らしていいかという、そういった比率を書いており

ます。その関係がこの黒線になります。この黒線を見ると、ちょうど緑の点線のところ、

80％水準のところで漁獲の増減係数、増やしていいか、減らしていいかという、そういっ

た係数が1.0となっていて、80％を超えればもっと増やしてもいいと、80％を下回ったと

きは減らしましょうという、そういったことになります。この黒線の漁獲管理規則案を基

にすると、現状の資源水準というのは61％となっておりますので、次の漁期に増減させる

係数は0.91、91％にしましょうという、そういった提案を研究者の方からさせていただい

ているということになります。 

 では、次をお願いします。では、その91％というのを基に、何に対しての91％で、実際、

2025年の漁獲量というのはどういったものが提案されているかということですけども、こ

の0.91を掛ける対象というのは直近５年間、2019年から2023年の平均漁獲量、黒丸のとこ

ろですけども、これに先ほどの資源評価から求めた係数、0.91というものを掛けて、それ

で2025年の算定漁獲量というものを定めています。その結果、平均漁獲量というものが4,

896トンですので、それの0.91を掛けますので、4,453トン、赤丸のところというふうに提

案させていただいているということになっております。 

 では、次をお願いします。以上が大臣許可水域なわけですけども、参考までに知事許可

水域の方の資源評価結果についても紹介したいと思います。知事許可水域につきましては、

1990年以降、右肩上がりになっていて、最新年の資源評価では、2023年の資源量指標値と

いうのは93.2％水準ということで、こちらは目標よりも上回っているということで、事前
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に定めています漁獲管理規則、それを基にすると93.2％ですので、その増減させる係数と

いうのは1.07、つまり107％になります。 

 では、次をお願いします。ということで、知事許可水域の方は、過去５年平均の漁獲量

5,855トンにその資源評価結果から求められた増減させる係数1.07を掛けると、6,254トン

が2025年の直近の漁獲量というふうに研究者の方から提案させていただいているというこ

とになっております。 

 では、次をお願いします。以上のように、資源評価の方では漁獲データを基に２系ルー

ルというのを用いて資源量指標値を求めて、それで、資源評価を行うとともに、次の漁期

の漁獲量というものを提案させていただいているわけです。ただ、研究者の方では、そう

いった漁獲データのほかにも、調査船による調査結果、そういったものを用いながら、ベ

ニズワイガニの動向とか、なぜ減ったり増えたりしているかという、そういう調査という

ものを行っております。例えば、この図は隠岐西方海域の調査船調査による対象組成、漁

獲サイズが９センチですけども、それよりも低いものも含めて、ベニズワイガニの状況と

いうものも把握しています。それを見ますと、このように、2020年には、この図にありま

すけども、小さいのがいたのが、2021、22、23、24と、どんどん大きくなっていて、近年

はそういったものが漁獲対象になっているということが把握されております。このように、

最近、小さいカニが多くなっているというのは、2014年ぐらいの調査から把握しているわ

けなんですけども、このような漁獲前の資源状況、サイズ組成というものを把握すること

によって、今後どんなふうになるかという、そういったものも把握するのに努めていると

いうことになります。近年、大臣許可水域では資源量が急激に回復しているというのがあ

りますけども、要因として、このように数年前に、2020年ぐらいからですかね、急に生き

残りのよい状況となって、このようにたくさん生き残って、カニが大きくなり、近年漁獲

対象になって資源状況がよくなってきたという、そういったこともこういった調査から示

されているということになっております。こういったものも今後いろんなところで情報提

供しながら、資源評価、漁場利用とかいうのにも貢献できればと思っております。 

 次のスライド、お願いします。こういったものは、知事許可水域でも、但馬沖とか、富

山湾とか、白山瀬、こういった海域でも調査を行って、今後どのような変化にあるか、数

年後には増えるかとか、数年後にいなくなるかとか、そういったものについても把握とい

うものを行っているということになります。今後、資源評価とか、来年の漁獲量の低減と

かに役立てればというふうに考えております。 
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 では、次をお願いします。この辺につきましては、ちょっと難しい話になって申し訳な

いですけど、先ほどの資源水準、何％水準というふうに紹介させていただきましたけど、

その決め方についてもう少し補足させていただきたいと思います。このパーセント水準に

つきましては、大体、この赤線でありますけども、過去の資源量指標値が多くなったり少

なくなったりしているわけですけども、この辺が50％付近のデータが最も多い、そういっ

た確率的に多く出るよという、そういったことを指標値のデータを、釣鐘型の正規分布、

いわゆる真ん中にたくさん出るけども、端っこはなかなか出ませんよという、そういった

ような分布を仮定して当てはめて、それで、下側からこの分布の確率っていうものをどん

どん足していって、それで真ん中の５０％、下から足していって80％のところが目標水準

で、全部足すと100％になるという、そのような決め方を行っています。こういった決め

方について、耳慣れないし、何か随分特殊なことをやっているなというふうに思われるか

もしれませんけども、こういった方法というのは身近なところでは、よく高校受験とか大

学受験のように偏差値というもので利用されていますけれども、それと同じような考えで

求めているということになります。つまり、偏差値が高いような、パーセントとして高い

ものはなかなか出ないような、そういったところ、ですから、80％、高いところが目標、

そういったところを維持するのが大切だという、そういったことになります。 

 では、次をお願いします。今回、情報がないので、どんな状況にも大丈夫だろう、問題

ないだろうということで、目標水準80％水準、0.8と書いていますけども、そこを提案さ

せていただきますけども、これは本当に情報がない場合でも大丈夫というような水準で、

ちょっとかなり安全を見越した形で提案させていただいています。今後、ベニズワイの生

態とか資源状況、そういったものの情報があれば、もっと目標水準、いわゆる目標値とい

うものの0.8だと安全、低いところ、0.7とか、0.5とか、そういったとこにも設定するこ

とができればと思っております。 

 ただ、その場合、0.7とか0.65にすると、漁獲量を多くする範囲は広くなるわけなんで

すけども、ただ、その目標を下回ると、青線で描いてありますけども、下回った瞬間に急

激に漁獲量を現状よりも低くしなきゃいけないという、そういったところも一つ問題とし

てあります。また、今の提案している規則ですと、どんなに資源が増えても1.1倍ぐらい

しかならない。これはかなり安全を見越しているからなんですけども、そういったものに

つきましても、今後、ベニズワイガニのいろいろな状況を踏まえながら、研究者の方で別

の提案ができるように努めてるということになっておりますので、この辺につきましても、
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今後またこちらの方ではさらに検討を進めて、よりよい提案ができるように努めてまいり

たいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上で私の方から、資源評価の結果について説明を終了させていただきます。ありがと

うございます。 

○日向寺所長 木所副部長、ありがとうございました。 

 ただいま水産研究・教育機構から、ベニズワイガニ日本海系群の最新の資源評価結果に

ついての説明がございましたけれども、これについて御意見、御質問がございましたら、

挙手またはウェブの挙手ボタンを押してください。こちらの方から指名いたしますので、

御所属、お名前を述べていただき、御発言をお願いいたします。 

  

○参加者 まず、１点、1980年代から資源の評価、基準が出ております。1980年代といい

ますと、船の形態も隻数も違うデータ、しかも、70万トンとかになっているんですが、な

ぜこの1980年代のデータを今まで計算式で載せているのかということが１点と、それから、

漁獲管理規則案について、資源の水準が目標管理基準値案として80％でございます。今の

御説明である程度分かりましたけど、最終的にＡＢＣ評価にするときに、これをもう少し

下げていただくという考えはございませんでしょうか。この２点についてお願いいたしま

す。 

○木所副部長 ありがとうございます。 

 なぜ1980年からかということですけども、基本的に資源評価につきましては、データが

あるだけ長く使うという、そういうのがあります。そしたら、なぜこの80年からというこ

と、80年から信頼できるデータがあるからということなんですが、その辺につきましては、

担当の方から後ほど詳しくまた紹介させていただきたいと思います。 

 あと、80％ということですけれども、これは提案する際に研究機関会議という研究者の

会議の方でいろいろ議論した結果、特にベニズワイガニにつきましては情報が少ないとい

うことで、いわゆる標準的な、どんな条件でもまず安全だという、初めてですので、安全

を見越してこういった水準を提案させていただいているということになります。ただ、今

後、さらに情報が追加されたりすると、またこの辺をさらに研究者の方で検討をして、も

う少し安全を見越してもいいんじゃないかという、そういった検討っていうものは今後進

められていくということになります。今のところは0.8ということで提案させていただい

ているということで御理解いただければと思います。 



－12－ 

 ただ、この辺につきましては、あくまでも研究者の提案ですので、もう少し低くする、

そうすると資源崩壊のリスクが増えるわけですけども、そのリスクというものを、漁業者

なり行政の方がもう少しリスクを取ってもいいのではないかという、そういった話がこう

いったステークホルダー会議で得られれば、そちらの方が合意することもあり得るかとい

うふうに考えております。 

 では、なぜ1980年からかということにつきまして、担当の方から補足がありましたらお

願いします。 

○吉川研究員 担当の水研機構の吉川です。御質問ありがとうございました。 

 1980年代からデータ使っているという件につきましては、木所副部長から説明がありま

したとおり、基本的には長期で資源状態を判断していく方が望ましいという判断から掲載

させていただいています。過去と状況が違うのではないかというのは、まさに御指摘のと

おりでして、隻数とか漁場も今とは違っていますけれども、その点については、先ほども

ちょっと説明の中に標準化という言葉が出てきたかと思いますけれども、その手法を使い

まして、現状なるべくできる範囲で最大限そこは補正しているという理解ですので、現状

今示しているデータとしては、今使える中で最大限補正されている、信頼できるものとい

うふうに理解しております。 

○参加者 はい。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問等ございますか。 

 ないようですので、（２）の議題はこれで終了したいと思います。 

 それでは、続きまして、水産庁の方から、資源管理手法検討部会等で整理された意見や

論点と対応の方向性について説明をいたします。 

○木村課長 境港漁業調整事務所資源課長の木村でございます。私の方から、資料４、資

源管理手法検討部会等で整理された意見や論点と対応の方向性について御説明させていた

だきます。 

 資料の方を御覧ください。資料の１ページ目が目次となっております。 

 次に、２ページ目ですけども、こちらが資源管理手法検討部会で整理された意見や論点

を一覧でまとめたものとなっております。 

 次のページ以降、それぞれの御意見等に対して対応の方向性を御説明してまいります。 

 まず、３ページ目です。（１）漁獲等報告の収集についてということについて、①各市
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場での計量や換算方法等について調査し、正確な漁獲量を把握する体制の整備が必要であ

るという御意見がありました。そちらへの対応の方向性として、まず、日本海ベニズワイ

漁業については、現状においても省令等に基づく管理措置としての漁獲量の報告を行うこ

ととされている状況でございます。今後、新たな漁業法に基づくＴＡＣ管理が開始された

場合には、法に基づくＴＡＣ報告が必要となりますと、このため、引き続き現場の報告の

負担感を軽減するデジタル化の推進などの対応に努めていきたいと考えておりますという

ところでございます。 

 次のページをお願いします。漁獲量報告の収集のイメージでございます。上の段の黄色

の部分、大臣許可漁業でございます。漁獲量の総量の管理、いわゆるＴＡＣ管理というも

のの場合は、陸揚げした日からその属する月の翌月の10 日までに国への報告を行うとい

うこととなっております。もう一つ、漁獲割当てによる管理、ＩＱ管理の場合ですけども、

陸揚げした日から３日以内、行政機関の休日を除くという形での報告を行うこととなって

おります。 

 次のページです。資源評価についてというところです。日韓暫定水域における外国漁船

の漁獲量が不明確な中で、２系ルールの適用を含め、資源評価の妥当性について説明すべ

きという御意見がございました。対応の方向性でございますが、ベニズワイガニの資源評

価については、分布特性、深海性のため、全ての分布域の科学的調査が困難であることや、

生活史特性、加入までに長期間を要し、成長が複雑であることによって、現状では精度の

高い資源量推定及び最大持続生産量、いわゆるＭＳＹの推定が困難だという状況です。そ

のため、漁獲情報に基づく資源量指標値を用いた２系ルールによって、資源評価と管理の

目標の提案を行っていきますという方向性です。２系ルールでは、不確実性の下でも持続

性を確保しつつ、できるだけ多くの漁獲量を得ることが期待されます。一方で、算定され

るＡＢＣが保守的な値であるため、ＴＡＣの数量には漁業者等の皆様が満足されない場合

もあると理解しております。今後、２系ルールの詳細について、丁寧に説明を進めていく

とともに、ベニズワイガニの生物特性も考慮した資源評価の改善やＴＡＣ管理の運用の工

夫についても検討を進めます。また、現状では日韓暫定水域の韓国漁船の漁獲データが得

られていないため、より精度の高い資源評価を行うため、韓国との科学的な連携、協力の

推進に努めてまいりますといった方向性となっております。 

 次のページをお願いします。また、資源評価についてでございます。前段は、知事許可

水域においては、海域ごとに自主的な資源管理が行われており、資源評価と海域ごとの状
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況が必ずしも一致するものではないと考えられるため、実際に操業する海域の漁業者の意

見を十分に考慮するべき。関連して、ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項に

ついてというところで、資源評価について、漁業者が理解しやすいよう、資源の分布や成

長等の生態的な知見や地域ごとの利用実態も踏まえ、どのようなデータを用いて、どのよ

うに評価したのか、丁寧に説明してほしいという御意見がございました。対応の方向性と

してですけども、ベニズワイガニ資源は、知事許可水域内において海域ごとに系群は分か

れておらず、海域共通の資源であり、このため、知事許可水域全体で資源状態を把握し、

各地域の漁業関係者が協力して資源管理に取り組むことが重要ですというところを説明し

ております。次のところが、特に大臣の関係のところになりますが、研究機関の調査結果

によると、ベニズワイガニ資源のサイズ組成は海域によって異なっており、加入状況や資

源状況も海域によって異なることが指摘されております。このような調査結果で得られて

いる、海域によって異なる資源状況を大臣許可水域全体の資源評価結果と併せて情報提供

するとともに、必要に応じて資源管理措置への反映についても関係者の皆様と検討を進め

てまいりますといった方向性となっております。 

 次のページをお願いします。資源管理についてというところです。御意見としては、大

臣許可水域と知事許可水域では漁業実態や資源状況が異なるため、数量管理についても分

けて検討するべきという御意見がございました。こちらへの方向性ですけども、現状の資

源評価では大臣許可水域と知事許可水域のそれぞれの水域について資源評価を行い、ＡＢ

Ｃが算定されております。また、両水域では漁業の管理主体や操業実態も異なることから、

それぞれの水域についてＴＡＣ数量を設定して管理を行うことを考えておりますという方

向性です。 

 次、資源管理についてです。ＴＡＣが大幅に減少した場合、漁業者だけでなく、水産加

工業等の地域水産業に多大な影響を及ぼすことが想定されるため、漁業者、水産加工業関

係者等の意見を反映させた、無理のないＴＡＣを設定するべきという御意見がありました。

また、ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項として、地域水産業に多大な影響

を及ぼすことが想定されるため、流通、加工関係者等の意見を十分に反映させるべきとい

う御意見がございました。対応の方向性ですけども、資源管理に関する検討会、ステーク

ホルダー会合では、漁業者だけでなく、流通、水産加工関係者も含め、誰でも参加が可能

な会議となっております。事前に都道府県や関係団体を通じて、検討会の案内を幅広く行

うなど、できるだけ多くの関係者に御参加いただけるよう努めるとともに、御要望をいた
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だければ、水産加工業者等の関係者の皆様に対して、別途説明を行う機会も設けたいと考

えております。会議の内容については、日本海ベニズワイ漁業については、これまでも漁

業者別、船別の年間漁獲量を設定した数量管理が行われてきたことから、ＴＡＣ管理開始

後は漁業法に基づくＩＱ管理に移行することを検討してまいります。詳細については、資

料５の方で御説明させてもらいたいと思います。 

 資源管理について、次は、日韓暫定水域における外国漁船、特に韓国の本資源の利用状

況について説明してほしいという御意見がございました。こちらについては、韓国漁船に

よるベニズワイガニの漁獲データについては、韓国全体の漁獲量については韓国の統計情

報として公表されていますが、日韓暫定水域に限った漁獲量については公表されておりま

せん。今後、より精度の高い資源評価を行うため、韓国との科学的な連携、協力の推進に

努めてまいります。 

 最後ですけども、ステークホルダーで特に説明すべき重要事項についてというところで、

日韓暫定水域における操業秩序の構築に向けた対応について説明すべきという御意見がご

ざいました。こちらについては、日韓暫定水域における操業秩序や資源管理の問題につい

ては、長年にわたり日本側から韓国政府に対応を求めてきているところでございます。上

記に加えて、ベニズワイガニ漁業においては、両国の民間団体における操業ルールの構築

や協議が実施されており、政府としても支援、助言を行っているところでございます。引

き続き両国の民間協議等を通じて操業秩序の構築を図っていただくとともに、政府として

も引き続き支援、助言を行ってまいりますという方向性となっております。 

 資料の説明は以上です。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

 ただいま水産庁から資源管理手法検討部会等で整理された意見や論点と対応の方向性に

ついて説明をいたしましたけれども、これにつきまして御意見、御質問等がございました

らお願いいたします。 

 何かございませんか。 

 では、この議題は一旦ここで終了したいと思います。 

 それでは、続きまして、水産庁から、資源管理目標、漁獲シナリオ等の検討について及

び今後のスケジュールについて説明いたします。 

 では、お願いします。 

○木村課長 では、資料５、資源管理目標、漁獲シナリオ等の検討について御説明してい
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きたいと思います。 

 目次でございます。ステークホルダー会合で検討すべき事項ということで、①資源管理

の目標（案）と漁獲シナリオ（案）、②管理方法（案）、③管理の対象範囲（案）、④管

理期間（案）を御説明した上で、今後のスケジュール（案）を御説明するという流れとな

ります。 

 まず、①資源管理の目標（案）と漁獲シナリオ（案）でございます。こちらは、まず、

基本的なルールとして御説明します。黄色の四角の部分でございます。資源評価に基づき

研究機関から提案されている資源管理の目標及び漁獲シナリオの案を採用した場合、2年

漁期のＡＢＣは、直近５か年、2019年から2023年漁期の平均漁獲量4,896トンに直近2023

年漁期の資源量水準から求めた漁獲量を増減させる係数0.91を乗じて算出した4,453トン

となりますというものとなります。以下のグラフ等については、先ほど資源評価のところ

で説明したものと基本的に同じものとなっております。 

 次のページでございます。基本的なルールのほかにも検討の方向性（案）として御説明

させていただきます。日本海ベニズワイ漁業については、日韓暫定水域の一部漁場が韓国

漁船に占拠されている状況であることから、我が国漁船が漁場を十分に利用できていない

状況がございます。資源評価で用いられている２系ルールでは、ＡＢＣは１籠当たりの漁

獲量などから求めた漁獲量を増減させる係数と直近５か年の平均漁獲量を基に算出される

こととなります。また、ＴＡＣは当該ＡＢＣの範囲内で設定されることとなります。直近

５か年の平均漁獲量は上記の漁場利用の実態に基づく数量となっており、日韓暫定水域の

一部漁場が韓国漁船によって占拠されている現状では、我が国漁船の漁獲量比率も以前に

比べ低下している状況となっております。 

 このため、我が国漁船が暫定水域の制約を受けない状態で利用する前提でＴＡＣを設定

すべく、検討の方向性（案）として、直近５か年の平均漁獲量として、韓国船による漁獲

も含めた数量を用いて、ＡＢＣ、我が国漁船プラス韓国漁船分を算出し、過去に我が国漁

船が暫定水域を制約を受けない状態で利用できていた当時の漁獲割合を基に我が国漁船分

のＡＢＣを算出した上で、当該ＡＢＣの範囲内でＴＡＣを設定するという案を今後検討し

たらどうかと提案させていただいております。ただし、上記の検討の結果、我が国漁船及

び韓国漁船の合計漁獲量が増大するという可能性があるため、資源に与える影響について

も併せて注視していく必要があるという案になっております。 

 次のページでございます。こちらは先ほど説明した検討の方向性（案）を数字に落とし
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たものでございます。以下は一つの案であり、今後さらに検討が必要だという前提で御説

明させていただきます。2025年漁期におけるＡＢＣを算定する際に用いる直近５か年の漁

獲量として日本漁船及び韓国漁船の漁獲量を用いますと。具体的には、直近５か年、2019

年から2023年漁期の日本漁船及び韓国漁船の合計平均漁獲量２万5,764トンに直近2023年

漁期の資源量水準から求めた漁獲量を増減させる係数0,91を乗じて算出した２万3,445ト

ンをＡＢＣ、こちらは日本漁船プラス韓国漁船分として、このＡＢＣのうち日本漁船分は

過去の漁獲実績を基に33％とし、ＴＡＣはその範囲内で設定するという提案となっており

ます。こちらの計算を当てはめてしていきますと、２万5,764トン×0.91×33％というこ

とで、7,737トンというＡＢＣの算出がなると、そういう一つの案となっております。 

 次、管理方法についての提案でございます。日本海ベニズワイ漁業については、これま

でも漁業者別、船別の年間の漁獲量設定による数量管理を実施してきたところでございま

す。ＴＡＣ管理開始後は漁業法に基づく漁獲割当てによる管理、ＩＱ管理に移行すること

を検討するという提案をさせていただいております。具体的には、今後、以下を含むＩＱ

管理の内容について検討をしていくこととなります。詳細については、この後、参考で詳

しく説明させていただきます。 

 次、管理の対象範囲についてです。こちらについては、大臣許可漁業を行う日本海ベニ

ズワイガニ漁業に係る管理対象の水域を管理対象とすると。すみません、ちょっとこれ、

あれですね、図の矢印の位置が間違っておって申し訳ないです。今、矢印が指しているの

は知事許可水域ですけども、こちらではなくて、大臣許可水域が対象範囲となります。失

礼いたしました。 

 次に、管理期間（案）でございます。管理期間は、大臣許可漁業の休漁期間が７月から

８月であることから、漁期開始と合わせ、９月スタートの翌年８月終了という管理期間を

提案しております。 

 今後のスケジュール（案）でございます。本日の第１回ステークホルダー会合における

議論を踏まえ、水産庁及び水産機構において必要に応じて追加の検討を行いまして、令和

７年３月までに第２回ステークホルダー会合を開催したいと考えております。 

 次、漁獲割当てによる管理（ＩＱ管理）制度の概要について御説明していきたいと思い

ます。 

○松島課長補佐 ここからは説明者が代わりまして、私は、冒頭御紹介いただきました水

産庁資源管理推進室の松島と申します。私は、日本海と九州のＴＡＣ管理全般を担当して
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おりまして、境港は、アジ、サバ、イワシの関係でよくお邪魔させていただいております。

ただ、ベニズワイの皆様とはこのようにお会いするのはほとんど初めてだと思います。今

後お世話になると思いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

 今回、参考の資料なんですけども、せっかくの機会なので、皆様もう船別に漁獲量を割

り当てられる管理をやっていただいているんですけども、前の方の説明でございましたけ

ども、漁業法に基づくＩＱ管理となると、これまでと少しやり方が変わってきます。具体

的に言うと、漁業法が改正されまして、今、サバですとか、マイワシですとか、クロマグ

ロ、ＩＱ管理やっているんですけども、魚種統一的に基本的ルールは同じやり方でという

か、考え方ですね、基本的に統一的にやっておりまして、もちろん細かいとこは違うんで

すけども、それぞれ法律の中に書き込まれている状況でございまして、かなりルールが決

まっているような状況でございます。では、そのようなものがどういったものなのかって

いうのを、せっかくの機会、お時間いただきまして、少し御紹介させていただきたいなと

思ってございます。座って御説明させていただきます。 

 めくっていただきまして、スライドでいうと11番でございます。こちらは模式図になっ

ていて、ＴＡＣっていうのは、基本的にはいろんな団体ですね、例えばサバでいうとまき

網が獲っていて、太平洋のところの底曳きが獲っていたりするので、あとは都道府県の皆

さんですね、獲っていたりするので、それを分けていくっていうのからスタートしていく

んですけども、このベニズワイ大臣許可水域は、この２番のところですね、いろんな管理

区分が４つ並んでいますけども、ここは分かれずに、まずはカニ籠の許可の大臣管理の方

に１本で行くことになる、それはこれまでとは変わらない状況です。 

 その先なんですけども、皆さんでいうと、総量はこれですよと決まった後に、各船に何

トン、何トンですよって、数量で割り当てられていると思うんですね。漁業法でちょっと

違うのが、まず、そこの次に来るのは、数量ではなくて、３番のところを見ていただきま

すと、パーセントというのが来ます。要は、毎年のＴＡＣといいますか、総量って毎年変

わるので、各船がそのどれだけの割当ての持分、シェアと言ったりしますけども、そうい

った割合を持つのかというのを定めることが最初になります。その決め方というのが、過

去の漁獲実績を基にしたり、あとは、実績だけではどうしても分からない部分があるので、

各船ごとに均等に割り振ったりっていうようなことを組み合わせたりするんですけども、

そういったことで、まずは皆さんにどういった割合、ＴＡＣのうちどれだけ持分ございま

すかというのを船別に割り当てるというようなことが始まりまして、それに、さっき申し
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上げました毎年変わるＴＡＣの数量を掛け算すると船別の数量が出てくるという仕組みに

なっているというところです。ですので、何かパーセンテージっていう数字が出てきたり、

トン数っていう数字が出てきたりっていうところがこれまでと漁業法による管理との違い

でございまして、これからの話も、私はなるべくそこを分けて話すようにしたいと思うん

ですけども、まずは割合があって、掛け算した結果、数量というのが出てくるよというの

をまず御理解いただきたいと思っています。 

 もう一つ注目していただきたいのが、３番のところに割当て割合を設定と書いています

けども、じゃあ、その割合っていうのは一体全体どれぐらいの有効期間があるんですかと

いうようなこともあります。これは漁業法では５年間を基本とすると書いてございますけ

ども、やっぱり５年間、毎年割合一緒だと、最初はちょっとそれは困るというようなこと

もあるかと思います。といったときは、これを短くすることもできます。今の既存のＩＱ

をやっている漁業でも、やはり皆さん、いきなり最初から５年間固定されるとっていう思

いがあるので、１年ごとに見直しをしたり、長い場合は２年間というのもございますけど

も、まだ５年間やっているところはないです。１年ごとにその割合を計算し直して、じゃ

あ、来年は何％でいきましょうということをやりながら進めて、ただ、ゆくゆくはＩＱと

いうやはり安定的に割り当てられた数量の中で計画的に操業していただくというのが基本

的な考え方でございますので、ゆくゆくは長い期間、割合を設定して独自の経営のことを

考えながら管理をしていただくという方向には行きたいんですけども、まずは当面はそう

いった短い期間の設定も可能というところでございます。 

 これが大枠でございまして、幾つかちょっと細かい点を次のページから御説明させてい

ただきます。 

 １２ページ、スライド12番でございますけども、ここにいろいろ決めなければいけない

こととか書いています。特に見ていただきたいのが２番の、先ほど申し上げました漁獲割

当て割合という、これはパーセントですね。パーセントっていうのが一番やはり重要な部

分になってきます。これをどう決めるかっていうのは、皆さんといろいろと今回ステーク

ホルダー会議でまずは議論するんですけども、今後、ＩＱ管理進んでいくってなった場合

は、ステークホルダー会議とは別途の枠組みで、ＩＱ管理をどうやっていきましょうかと

いう御相談をやらせていただきます。ですので、この分を今日決めることは全くないです。

申し遅れてしまったんですけども、ここは今日決めることはないので、今後決めていく話

なんですけども、特にこの２番の部分が今後皆さんと御議論させていただく内容かなと思
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っております。 

 例えば１つ目、３つポツございますけども、有効期間、先ほど申し上げましたパーセン

テージって、何年有効にしましょうかと、何年更新にしましょうかという話です。そもそ

もパーセントをどう決めるんだと、ちょっとこれは後で詳しくします。そういった話をど

うするかと。あとは申請期限、これは皆さんが申請していただいてという手続になります

ので、そういった申請期限をどうするかということもございます。２ポツ目は、繰り返し

になりますけども、有効期間をどうするのかというところです。３ポツ目が、特に重要と

いうことで、設定の基準っていうとこで、繰り返しになりますけども、実績を勘案したり

とか、あとは採捕の実態等っていうのは、これはやはり年によって漁を休んだりとかとい

うこともあるので、実績ベースでは全て各漁船の漁獲能力っていうのが反映できないよう

なことがあれば、実績によらない均等で割りましょうっていうようなことを組み合わせる

ということをやっているようなこともございますので、そういったことを議論していくこ

とがございます。 

 その他と書いてございますけども、報告の期限を、これはＩＱになりまして、船別の枠

をしっかり管理していく必要があるということで、陸揚げ後３日以内ということでお願い

をしています。これは土日祝日を除きますので、例えば金曜日に陸揚げをしたとすれば、

土日はカウントしないので、月、火、水曜日までに御報告を、祝日を除いてということで

ございますので、そういったことを報告期限、一律でお願いをしている状況でございます。 

 下のスライド13でございますけれども、細かい点で申し上げますと、これまで各船が何

トン持っていましたとかいうのはなかなか表には出てなかったんですけども、漁業法に基

づくＩＱになると、各船ごとに割当てが何トンですよというような情報もホームページに

掲載させていただくようなことになってきてございます。皆さんは多分もう既に御覧にな

っていればあれなんですけど、例えばサバとかイワシでも、船別に何トンのＩＱあります

よっていうようなことを、今、水産庁のホームページで既に掲載されているような状況で

す。クロマグロでも、境港の市場関係者の皆様は御存じかもしれませんけども、何丸がク

ロマグロの割当て何トンですよと、後で出てきますけども、枠がどういった移動をしてい

ますよと、移転っていうか、枠を譲ったり、譲り受けたりできるので、そういったことが

どういったことになっていますかと、全部、今掲載されているような状況でございますの

で、そういった点も漁業法に基づくＩＱになって、少し変わってくるかなというところで

ございます。 
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 ページめくっていただきまして、ここは、ちょっと分かりにくいんですけども、やはり

皆さんが一番気にするところですね、一体パーセントっていうのはどう決めているのでし

ょうかというところを、一つの案として、具体的なイメージを持っていただくために書い

たところでございます。ちょっと内容が複雑で恐縮なんですが、少しずつしゃべりますけ

ども、分かりにくかったら、その点、遠慮なく聞いていただきたいと思います。 

 まず、割当て割合、各船何％ですよっていうのは、基本的には皆さんが申請をしていた

だきます。こちらから勝手に、許可を持っているので、あなた何トンですよって、勝手に

こちらが設定することはないので、あくまで手続的には、漁船側から何％申請しますって

いう形で申請を受ける形でスタートします。各船から、私、何％下さいと、100％がトー

タルの分母なんですけども、100％の中で何％希望しますという申請をいただいて、それ

が100％超えてなければ、皆さん希望する数量が100％超えていないので、もうそのとおり、

希望するパーセントをそのままお渡ししますというような、設定しますということなんで

すけども、えてして100％超えてくる、例えば20％を６隻申請していたら120％になってき

てしまうので、そうなると、あらかじめどういうふうにそのパーセントを割り振りますか

というルールを決めておいて、それを公表しておいて、要は水産庁が勝手に何か塩梅でや

ったっていうことにならないように、誰が計算してもそうなりますよねと、透明性が高い

形でやるように、そういったことを定めておくというのが、それがこの基準というものな

んですけども、そういったことをやっています。それはこのページの（２）というところ

なんですが、これはあくまで１案です。これは過去にほかの魚種とかでやっている例なん

かを基にやっているんですけども、具体的にどういうように決めているかというと、実績

割っていうのは、実績を基にどれぐらい勘案しますかというようなこと、要は過去の実績

ってやはり重要な観点ですし、漁業法の中でもちゃんと漁獲実績を勘案しましょうという

ことになっているので、漁獲実績というのは船の能力とか漁業実態を表すことなので、実

績値は必ず考慮することになります。それだけじゃなくて、均等割っていうのは、やっぱ

りその年によって実績変わるので、一部はみんなで平等に割り振る部分もあってもいいの

ではないかっていう議論もあって、じゃあ、それぞれどれぐらいの比率で重みづけをしま

しょうかっていうのが結構な議論のところでございまして、単純にもう100％、実績で割

り振りましょうという考え方もあるんですよね。そうなると、例えば船が何かしら事情が

あって休まなければいけなかったってなると、１年、２年休んだ場合に、実績がなくなっ

ちゃうと。そうなると、実績だけでやってしまうと、それはもうかなり低くなってしまう
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ので、やっぱり均等割は残してもらって、ある程度数量を確保するというような考え方も

あると思います。それは本当に各業界さんの漁業の状況などもお伺いしながら、実績ベー

スがいいのか、やはり少し均等での部分も残しておいた方がいいのかみたいなことをしっ

かり御意見を言っていただきながら、この割合というのを考えていくということです。そ

こから先はどうやって計算するかなんですけども、単純に言うと、実績を10割カウントす

る要素があるとすれば、その何割を実績で見て、残りを均等割で見るか、そういった考え

方で設定するということで、下に計算式ありますけども、ちょっと複雑なんで、そこはま

た見ていただいて御質問等いただければと思うんですけども、そういったことをどれぐら

いの重みづけをするかっていうのを皆さんとも御相談しながらやっていくんですよという

ことを少しここで述べさせていただきました。 

 その下でございます。下の部分です。15でございますけども、ここが先ほど申し上げま

した、まずは割合を設定するということなんですけども、あくまでここに２段に分けてい

ます。上の段はパーセントです。下の段が量になります。パーセントで求めて量が決まる

っていうことなんですけども、あくまで皆さんに申請していただくのはパーセントの部分、

パーセントを申請していただいて設定されると、さっき言った基準も使いながら設定させ

ていただくと、割合さえ決まれば自動的に数量っていうのは出てきますので、それは申請

いただくのはパーセントなんですけども、皆さんにお返しするときはパーセントと数量を

水産庁側からお返しするということになりますので、あくまで数量というのは水産庁側か

らもう一方的に、機械的に決まるものなので、お伝えしますよというような流れになって

いるところでございます。 

 次に、ページめくっていただきまして、割合と、あとは数量、ＩＱだと今でも、皆さん

実際どの程度やられているかなんですが、移転っていうのが出てきます。やはり漁期当初

に数量を設定されても使い切れないこともあるでしょうし、逆に言うと、もっと欲しいこ

ともあるかもしれません。ほかの漁船が余っているので、ちょっと余っているんだったら、

こっちに譲り渡してほしいっていうこともあると思います。これも割合と数量で分けてい

るんですね。 

 ちょっと飛んでいただいて、先に数量の方に行っていただいてよろしいでしょうか。17

ページなんですけども、数量については比較的、もう誰でも、どういったタイミングでも

いいので、漁期始まれば、船同士で合意していただければいつでも動かせるという状況に

なっています。我々としても情報管理の観点から申請はいただくんですけども、船同士、
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量を持っている同士が合意していただければ、申請していただけば枠を動かすことができ

ます。特に盛漁期、明日にでも欲しいっていう厳しい部分あるんですけども、かなり短期

間でこの申請も認可をしています。大体二、三日ぐらいいただければ、枠を動かせるよう

な今手続もやっていますので、申請しても１か月後に枠が移るみたいなことはないです。

ちゃんとそこはタイムリーに、皆さんの操業に影響が出ないように申請手続も行ってござ

いますので、この量っていうのはもう比較的、漁期中にいつでもやれるような体制になっ

ています。 

 一方で、戻っていただいて、パーセントっていうのは、ある意味、皆さんにとって、権

利とは申し上げませんけども、パーセントは結構重いことなので、パーセントがどんどん、

もう簡単に動かしてしまうと、どんどん一部の船が集まってしまうというようなことも懸

念されたわけでございます。ということもございまして、このパーセントということは、

やっぱり動かすことはある程度慎重にやりましょうっていうような概念が漁業法に入って

います。具体的には許可の承継とか、皆さん、今まで代船建造とかやっていると思うんで

すけども、許可の動きに合わせて割合を移せるっていうようなことが今基本的な考え方で

す。許可を譲り渡せば、それとともに割合も動かせますよというようなこともできるよう

にしています。ですので、先ほど言ったように、量については、いつでも誰とでもやり取

りできるんです、毎年の数量ですね。割合については、やはりパーセントっていうとある

意味権利的な部分が出てきてしまう部分も懸念されているので、そこはやっぱり許可の移

動と一緒のようにという形で、ある程度そういった分に伴った移動に限定しましょうとい

う形でやっています。 

 もう一つ、許可以外にも、同じ船主さんが１社で２隻持っていれば、同じ会社内であれ

ば、もうそれは動かせるように、やっぱり同じ船でも経営戦略でどっちの船につけるかと

いうので変わってくると思うので、そういった１社の方が２隻持っているようなことがあ

れば、その間の移動っていうのはできるようにしましょうっていうことになっているんで

すけど、それ以外はパーセンテージ自体の移行っていうのは比較的限定的にしているとい

うことです。これも一極集中を防ぐっていうので、やっぱり５年間が基本の考え方になっ

ていることもあって、そういった、結構パーセントっていうのは重いものでございますの

で、そこはあまり自由にやるのはよろしくないだろうというような概念の下に出発してい

るということを御理解いただければなと思っています。 

 すみません、今日は本当はこの議題が主ではないんですけども、やはり今後、皆さんと
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御議論させていただきたいというふうに思っていますし、今回それを御紹介する意義があ

るというふうに思いましたので、少しお時間をいただいて紹介させていただきました。た

だ、今日の本題は前段のＴＡＣ、そもそもＴＡＣ管理に移行する場合のＡＢＣ、ＴＡＣの

設定する考え方、目標をどうするのかというところが今日のメインの議題でございますの

で、そちらについて、特に皆さんの御意見をいただければなというふうに思ってございま

す。以上でございます。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

 ただいま水産庁の方から説明いたしましたけれども、これにつきまして、御意見、御質

問等ございましたらお願いします。 

  

○参加者 資源管理の目標、漁獲シナリオ（案）について、お願いといいますか、一言申

し上げたいと思います。 

 1999年の新日韓漁業協定施行以来、暫定水域で長らく我々カニかご漁業者は操業してま

いりました。その操業については民間協議会等々で会議を重ねて、ルールをつくりながら、

操業秩序を保ちながら長らくやってきた次第ですが、近年、韓国漁船の圧力、船が多かっ

たり、違法の操業等々があって、暫定水域から我々は徐々に減少しております。しかしな

がら、暫定水域の中はまだ十分魅力的な漁場でありまして、それで、新たに漁獲量のシナ

リオをつくるときには従来あった、当然我々が獲るべき数値、これを含めていただいて計

算をしていただければ非常にありがたいなと思っております。 

 それと、Ｃ海域とされている大和堆の西側、ここの水域も欠落しております。ここでは

申し上げませんが、諸般の事情で入漁制限がかかっております。その辺のことも考慮して

いただければ非常にありがたいなと思っておりますので、お願いいたします。 

○日向寺所長 ありがとうございました。暫定水域の方も含めた形で、ＡＢＣを算出して

もらいたいという御意見だったと思います。 

 ほかに何かございますか。 

 では、水研機構さん、どうぞ。 

○木所副部長 水産研究・教育機構の木所です。先ほど水産庁の方から紹介ありました、

日本と韓国の漁獲量比率ですね、この辺についてちょっとコメントというか、整理させて

いただきたいと思うんですけども、先ほど私の方で、研究者の方で紹介したＡＢＣという

のはいわゆる日本の漁船のデータと日本の漁獲量、これを基に算定しているわけですけど
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も、それを基に水産庁の方から韓国の漁獲量も合わせたというふうな解釈となっている、

この辺どうやって整理したらいいかということなんですけども、基本的に資源評価の方で

は大臣許可水域の方の日本の漁船のデータ、これを基に資源評価を行っているわけですけ

ど、これをちょっと情報が私たちの方ではない、韓国の方まで広げて、それで資源評価を

行っているというふうに解釈するとともに、日本だけの漁獲量でＡＢＣ算定を行っている

わけですけど、ここは一旦日本と韓国の漁獲量合わせて、さらに、それを基に日本漁船の

現在の比率ですね、それを基に算定すると、そのまま先ほど紹介した日本の漁獲量を基に

したＡＢＣ算定ということになりますので、解釈的にはそういった日本の資源評価も韓国

の方まで広げるとともに、それぞれの近年の漁獲実績を基に配分してあったりというよう

な解釈ができるかと思います。 

 ただ、その際、研究者の方ではそういった、どういうふうに配分するかにつきましては、

基本的には実行の可能性ということで、今の日本の漁獲量、そういったものをベースにや

っているわけですけども、そこを水産庁の方では過去のところ、日本の方がもう少し利用

したところということで、配分を変えるということで、そうすると合計値が日韓合わせた、

実際の本当のＡＢＣよりもさらに多くなってしまうという、その辺の少しリスクが上がっ

てしまうということになるわけですけども、その辺は今後、日本と韓国での共同管理とか、

そういったことを進めてやっていくことで回避されるのかと思うんですけども、その辺、

水産庁の方の考えっていうか、方針とかいうのを示していただけるとより分かりやすいか

なと思うんですけども、その辺はいかがになってますでしょうか。 

○松島課長補佐 ありがとうございます。 

 今、水産機構の木所副部長からのお話は、あくまで研究者の皆さんとしては科学的に妥

当であるという考え方を基に算出されていて、我々としてもそれを尊重していくことは非

常に大事だと思っています。ただ、どうしても今の資料の中で説明してきましたとおり、

いわゆる２系ルールという評価のやり方だと、今の漁獲実績というのが実際に見えている、

実際に水揚げされた数量を基にＡＢＣ、ＴＡＣが決まっているというような状況がござい

ますので、それはやはり行政側としては、それを基に設定していくというのは、皆さんの

本来操業できる状況を反映していないんじゃないかというような思いがございまして、研

究者側の皆さんとしての提案でも本当にそのとおりだと思っており、それは本当に尊重す

べきだと思っているんですけども、行政側の考え方も踏まえて、ＴＡＣを設定していくっ

ていうのが大事じゃなかろうかというふうに思ってございます。 
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 ただ、今日もう一つお話があった、リスクが高まっていく可能性はもちろんあります。

実際に獲れているよりも多く設定していくということは、現実的には、我々としてこれぐ

らい獲ってしかるべきだという数量をもってＴＡＣを設定していくとなるので、それを実

際に獲っていった場合には、実際に今の漁獲量よりは上がる可能性はゼロじゃないと思っ

ています。それは行政側としっかり認識していく必要があると思っていますし、そこはＴ

ＡＣ化されますと、毎年のように研究機関さんに資源評価の状況を説明していただきます。

そういった場面で、そういったＴＡＣを設定していた後に、やはり少し漁獲圧が高まって

いるようだということも出てくるかもしれないですし、そういったことがなく、これまで

どおりの考え方でやっていけるかもしれません。そこはやはり毎年毎年の状況を見ながら、

場合によっては軌道修正していく必要があるかもしれませんけども、我々としては、やは

りＴＡＣ開始を皆さんに御理解をいただけるのであれば、こういった考え方を基にまずは

ＴＡＣ管理をスタートしていくべきではなかろうかなというふうに思っているところでご

ざいます。ですので、決してこれを一回決めたら、もうこれをずっとやっていくと、これ

は別にベニズワイに限ったことではございません。ほかの資源でもそうですけども、まず

はこの時点で我々としてやるべき、妥当だと思っているＴＡＣ管理のやり方でスタートし

て、今後、資源の状況を見ながら、皆さんと御相談しながら随時、いい方向にも悪い方向

にも出てくるかもしれませんけども、見直していくというようなことで、そこは状況を重

視しながら、研究機関さんの助言もいただきながら、しっかり皆さんとまた議論していき

たいなというふうに思っているところでございます。 

 ただ、スタートとしては、我々の御提案としてはこういった考え方の下にやっていって

はどうかというので、まず皆さんに投げかけさせていただいて、今、その方向の御意見い

ただきましたけども、ほかの皆さんの御意見もいただきながら議論を進めさせていただき

たいというふうに思っているところでございます。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

 ほかに何か御意見、御質問等ございますか。 

 どうぞ。 

○参加者 御説明ありがとうございました。 

 目標の件なんですけども、基本的なルールだと、最近の漁獲状況からすると、かなり厳

しい数値になるかなというところをちょっと懸念をしておったところなんですけども、そ

ういったところをいろいろと御配慮をいただいて、新しい検討の方向性も考えていただい
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て、非常にありがたいかなというふうに思っております。日韓のところで、やはり共同で

管理していくところが大事だというところですので、そこら辺はやはり重要かなと思って

おりまして、日韓合わせた漁獲量は、この資料を見ると大体23,000トンぐらいということ

で、日本の漁獲量は4,000トンぐらいということで、５倍ぐらい韓国の方がしっかりと獲

っているという状況にあるので、そういったとこで共同管理の必要性っていうのもほかの

資源に比べて非常に大きいのではないかというところがありますので、そこのところ、ほ

かの資源でのステークホルダーでも随時韓国に働きかけていきますよということではある

と思うんですけども、ベニズワイについては漁場もかなり競合していると、同じところを

使ってるところもありますし、韓国の方はかなり獲っているというところもありますので、

そこのところはしっかりと働きかけていただきたいなというふうに思っております。これ

はお願いです。 

 もう１点、韓国の方の管理の状況ですね。どういった形で管理しているかというような

情報があれば、ちょっと教えていただきたいです。 

○松島課長補佐 御意見ありがとうございます。 

 まず１点目につきまして、本当におっしゃるとおりでございます。念のため、皆さんも

御存じだと思いますけども、韓国の漁獲量というのは暫定以外のものも含む、韓国漁船全

体の数量でございますので、必ずしもこの数量全てを暫定水域で獲っているわけじゃない

ということは、繰り返しになるかもしれませんけども、お伝えさせていただきます。そう

いった面もあるんですけども、特に暫定水域における操業秩序の問題も含めて、やはり韓

国側との調整というのは非常に重要だと思っています。今後、やはり理想形としては共同

で管理をしていくという状況の中で、まずは科学的なデータのやり取りですとか、そうい

った科学的知見っていうものの蓄積ということは重要だと思ってございますので、いろん

なアプローチの中でも、そういった研究者レベルの交流というのはまずは議論の話題とし

てやっていくべきところじゃないかなと思っています。そういった点も含めて、そういう

科学研究レベルでの交流を含めて、先方への必要な働きかけっていうのは今後もやってい

きたいなと思っているところでございます。 

 それから、韓国の管理の状況でございますけども、最近は韓国、日本と同じようにいろ

いろ資源管理に対して近年かなり大胆に変えているような状況ということで、我々もどの

時点の情報がアップデートされているか、最新の情報かというのは私個人もすべからく把

握できているわけじゃないんですけども、このベニズワイについては数量管理、ＴＡＣ管
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理の対象になっていると理解してございます。ただ、どういう形で、この数量を設定して

いるかということについて、そこまでなかなか我々としても公表データを見ていても非常

に難しい部分ございまして、そういった点もあって、まずは科学的な交流だけでもできな

いかということは考えているところなんですけど、そういった根拠になった数字がどうな

のか、なかなか分からないんですけども、そういった管理の状況ということはお伝えでき

るかなと思っています。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

○参加者 ありがとうございました。 

 もう１点、よろしいでしょうか。 

○日向寺所長 どうぞ。 

○参加者 このベニのステークホルダー会合については、先日も知事管理漁業の方で開催

されて、そのときの議論として、２系ルールのところの評価について、やはり不確実性が

高いというところで、そこは課題ですということで、そこら辺を検討した上で、ＴＡＣ化

した後もステップ管理ということで、段階的に、最初は厳密な数量管理はせずに、少しず

つレベルを上げていくというような対応をされるということだったかと思います。その資

源評価に関する課題とかは大臣管理漁業でも同様だと思いますので、やはりそこら辺の課

題というのは共通だというふうに思っておりまして、そういったところで、知事管理漁業

と大臣管理漁業のＴＡＣ化のスケジュール的なところですね、大臣管理の方は今、ＩＱの

話もあって、恐らくすぐに数量の管理を厳密にやっていくような形で導入していくと思う

んですけれども、一方で、知事管理の方はステップアップということで、厳密な数量管理

をするっていうのは少し先になるっていうところがあろうかと思いますけれども、そうは

いっても、漁場もかなり近いところもあったり、あと、水揚げや流通がかなりかぶってる

ところもあって、そういった中で、一方では厳密な数量管理をする、一方ではまだそうい

ったことをしてないっていうふうになると、ちょっと混乱の元かなと思うので、そういっ

たところを、知事管理と大臣管理のスケジュール的なところ、どういったお考えなのか、

ちょっとお聞かせください。 

○松島課長補佐 ありがとうございます。 

 まず、広い意味のＴＡＣ管理の開始っていうのですね、数量管理をトータルとして管理

を開始するっていう面では歩調を合わせたいなと思っておるところでございます。ですの

で、漁業法に基づくＴＡＣ管理という大くくりの面では同じタイミングでやっていくべき
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であろうと思っているところでございます。 

 一方で、じゃあ、そのＴＡＣを開始した後にどういった管理ができるかという部分なん

ですけども、その部分で、知事管理の方ではやはりそもそも漁獲量の集計体制ですとか、

そういったこともまずしっかり把握していく必要があるだろうというところがございまし

て、ステップアップ管理というのを、要は、なかなか皆様になじみがない部分かもしれま

せんけども、まずは漁獲量の報告体制っていうのをしっかり作っていきましょうというの

がＴＡＣのステップアップの管理ということなんですけども、そこはやはり知事許可につ

いては、そういった青森から広い範囲でそういった体制をつくっていく必要があるという

ことで、そういった段階でやっていく必要があると考えているとこなんですけども、一方、

大臣許可の皆様においては、現状、旧といいますか、省令に基づく個別割当ての管理を取

り組んでいただいているという状況がございまして、ステップアップの一番目のまずは漁

獲報告の体制をしっかりやっていきましょうという部分は、もうある程度、体制としては、

皆さん整備していただいていると思ってるところでございまして、そういった面で知事許

可の皆さんの状況は少し違うのかなと思っている中で、御提案としては、同じＴＡＣ管理

っていうのは変わらないんですけども、漁獲実態の把握からやっていきましょうというこ

とではなくて、最初から皆さん、これまでの個別割当ての管理をやっていただいていると

ころですから、その形で最初からスタートさせていただけないかと思ってるところでござ

います。もちろん詳細の、どういった形で設定する、ルールの部分はしっかりその前に議

論させていただきたいと思っていますけれども、その方向で皆様と御相談させていただけ

ないかというところが我々の思いでございまして、そういった御提案をさせていただくと

いうところでございます。 

○木所副部長 すみません、水産研究・教育機構の木所です。２系ルールについての御質

問があったかと思います。２系ルールにつきましては、今、ベニズワイガニにつきまして

は、大臣許可も知事許可水域の方もベニズワイガニの特性を反映することができてない、

一般的な一番デフォルトのルールとなっています。これ、当時の研究機関会議の方の議事

録とかを見ていただきますと分かると思うんですけど、当時まだ研究機関として、大臣許

可水域と知事許可水域、それを分けてやるべきかどうかという、そちらの方の議論の方が

中心で、ちょっとまだ２系ルールの応用、そちらの方はなかなか進んでなかったというの

が実情かと思います。知事許可水域の方はステップ３に移る前に一旦また見直しというの

がありますので、大臣許可水域の方につきましても、それと同じようなスケジュールで、
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この辺の見直しというものを検討していきたいかと思います。ありがとうございます。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問等ございますか。 

 では、どうぞ。 

○参加者 ２点ほどですけども、１点は、先ほどあった日韓の問題ですね。繰り返しにな

りますが、ぜひとも水産庁さんの方にも韓国の問題について積極的に関与いただきたいと

思います。 

 もう１点は、すみません、資料４の８枚目のスライドのところに関してなんですけれど

も、市場の開設者としての意見として、このＴＡＣが大幅に減ったときに、生産者の方も、

単一魚種を狙う漁業種類ですので、沖底とかまき網のように他の魚種に変えることもでき

ないですし、あと、流通の方、カニの加工屋さんの方もベニガニ以外のものっていう体制

は整えられてないという点、そういった点があります。例えば今5,000トンぐらいある水

揚げが2,500トンとかになった場合に、陸の処理能力の方、流通加工業者さんの方が2,500

トン対応になってしまうと、資源回復してから5,000トン水揚げしたところで、もうカニ

がだぶついて、しようがなくなるとかいう、そういった経済的な部分も踏まえて、こちら

の方のスライドにあるとおり、規制がＴＡＣを減少させなければいけないような局面にな

ったときには、現場の方の、海の方、陸の方の両方の意見を丁寧に聞いて対応していただ

ければなという要望でございます。よろしくお願いします。 

○松島課長補佐 御意見いただき、ありがとうございます。 

 まさにおっしゃるとおり、資源管理を進めていくに当たって、本当に魚を取っていただ

く生産者の皆様がやはり重要だと思っています。それで御商売されている皆様でございま

すので、生産者の皆様がどう考えられるかっていう御意見を伺うというのももちろん重要

なんですけども、今、おっしゃっていただいたとおり、ベニズワイガニは特に関連産業が

多い魚種だと思っています。アジ、サバ、イワシもそうなんですけれども、ベニズワイに

ついても流通業者、市場関係者の皆様、加工業者の皆様、非常に裾野が広い、重要な魚種

だと思っております。そういった中で、おっしゃるとおり、一度資源が減ってしまうと、

そこに合わせていろんな能力が減ってしまうので、なかなかそれを戻すのは難しいという

のはそのとおりだと思っています。そういった観点で、まずは極端にそういったことがな

らないように、皆さんと事前に相談していきながら、資源の状況を見ながら管理をやって

いくというのが重要でございますし、そういった状況の変化、科学的にはこうなっている
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んだよと、だからこれだけ抑えなければいけないという局面が出た場合には、それが急激

に出ないようにということもしっかり考えていかなければいけないと思いますし、毎年資

源評価やっていただくことになっていますので、そういった説明会も皆さんに御案内する

ことによって、その状況の変化を少しでも皆さんに御理解いただくっていうような場面を

設けて、いや、聞いてなかった、いつの間にかそうなっていたということにならないよう

に、生産者だけじゃなく、関係の皆さんにも御理解いただけるような情報の共有の仕方っ

ていうのを考えていきたいなと思っていますので、またお声かけ等、お力添えをいただく

場面もあるかもしれませんけども、そういったことで進めていきたいなと思っているとこ

ろでございます。 

○日向寺所長 ありがとうございました。 

 では、議論も出尽くしたようなので、本日の意見の取りまとめをしたいと思います。 

 取りまとめ時間、休憩を兼ねまして、15時に再開したいと思いますので、15時に、それ

までにお席にお戻りください。よろしくお願いします。 

１４時３９分 休憩 

１５時００分 再開 

○日向寺所長 皆様、それでは、時間になりましたので、検討会を再開したいと思います。 

 本日、様々な御意見をいただいたところですけれども、事務局側としまして、次の２つ

の項目に整理できると考えております。 

 まず１つ目が、第２回に向けた課題としまして、資料５のスライド３から８で示した方

向性で今後検討を進めることとし、その具体的な内容について、次回ステークホルダー会

合で説明する。繰り返しますと、第２回に向けた課題として、資料５のスライド３から８

で示した方向性で今後検討を進めることとし、その具体的な内容について、次回ステーク

ホルダー会合で説明する。 

 ２つ目が、中長期的な課題としまして、日韓暫定水域における操業秩序の構築や、より

精度の高い資源評価に向けて、韓国との政府、民間レベルでの協議を進めると。繰り返し

ますと、中長期的な課題としまして、日韓暫定水域における操業秩序の構築や、より精度

の高い資源評価に向けて、韓国との政府、民間レベルでの協議を進めると。以上の２点で

ございます。 

 次回以降の取扱いについてですけれども、これらの項目について検討して、次回のステ

ークホルダー会合で、できるだけ具体的に説明をしていきたいというふうに考えておりま
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す。 

 あと、今回の議論を踏まえて、次回以降の取扱いについて、ただいま御説明しましたけ

れども、今回の議論を踏まえ整理した項目と次回以降の取扱いについて、このように考え

ておりますが、何か御意見、御質問等ございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○参加者 細かな指摘で恐縮なんですが、資料５のスライド２の右下のＡＢＣの算定で、

4,896トン×1.07になっていますが、0.91ですね。 

○日向寺所長 そこはすみません、0.91の誤りですので、訂正いたします。 

○参加者 公表されると思うので、修正された方がいいかなと。以上です。 

○日向寺所長 ありがとうございます。 

 ほかに何か修正したい点とか、何か追加したいものとかございましたらお願いいたしま

す。よろしいでしょうか。 

 では、最後に、今後の予定について御説明をいたします。 

○木村課長 境港漁調、木村です。今後の予定について御説明させていただきます。 

 ただいま整理させていただいた項目について、水産庁と水産機構にて検討を進めさせて

いただき、次回ステークホルダー会合において検討結果を御説明させていただきます。次

回ステークホルダー会合は、準備が整えば、今年の３月に開催する方向で検討していきた

いと考えております。 

 最後に、冒頭に説明したとおり、本日の議論概要及び議事録については、水産庁ホーム

ページの本検討会のページに、準備ができ次第、掲載したいと考えております。以上です。 

○日向寺所長 では、皆様、長時間にわたる御議論ありがとうございました。 

 ベニズワイガニ日本海系群（大臣許可水域）に関する第１回資源管理方針に関する検討

会はここまでとさせていただきます。どうもありがとうございました。 

 


